円と元の直接取引は何を意味するか
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　世界第二位のＧＤＰを誇る中国と、第三位の日本の通貨直接取引は大きな意味を持っている。中国から見れば、日本は第四位の貿易国であり、日本から 見れば、中国は第一位の貿易国である。日中間の貿易額は、年間２７兆円を超えているので、二大経済大国と二大貿易国の通貨が米ドルを仲介せずに、直接取引 できることは、世界金融において大きなインパクトを与えるであろう。
　実際、中国はアジア数カ国や中近東数カ国と、既に通貨の直接取引を実施してきたが、それほど影響力を持っていない。しかし、今回は大きな関心を呼び起こしている。
１．円と元の直接取引の必然性
　日本は１９９１年以来、バブル経済が崩壊してから“失われた２１年”の如く、経済の低迷が延々と続いている。日本円は長年堅調な推移を保ち、本日 に至っている。低調な経済と堅調な円（異常な円高）が日本の産業を苦しめている。一方、厳しい少子高齢化に直面している日本は、国内市場の拡大や国内消費 の促進もなかなか困難である。産業の海外移転や国際市場の開拓が日本経済にとって、特に重要である。つまり中国における投資の拡大や貿易の促進が日本経済 の持続的な発展にとって不可欠である。
　一方、中国は過去３４年間、順調な高度経済成長をしてきたが、近年は日米欧諸国の財政危機や経済低迷に悩まされ、国内外の需要鈍化による景気減速 が鮮明になりつつある。３０数年間に亘る二桁成長は過去のこととなり、これから数年間、７～７．５％経済成長率を維持することさえも簡単ではない。そこで 中国はアジアにおいて、特に日本との経済協力（貿易と投資）を積極的に進めていかざるを得ない。
　日中経済関係の一層の強化や促進が重要となっている現在、米ドルを仲介せずに円元の直接取引が開始される事によって、経済交流のスピードも速くなり、経費削減のメリットも期待できる。
２．円と元の直接取引の現状
　東京と上海の両外国為替市場で円と元を直接取引する為替取引が６月１日に開始された。これから両国は、米連邦準備制度理事会（ＦＲＢ）に支払う年 間約三十億米ドルに上る仲介手数料を削減できると推計される。中国に進出している２万２千社以上の日本企業のこれからの事業展開に有利であろう。一方、国 営企業を中心とする中国企業の日本進出にもプラスの効果があると考えられる。他方、日中両国の相互国債購入にも有利になるであろう。長年、日中両国は米国 債の二大保有国（それぞれ１兆９６０億ドルと１兆１７９０億ドル。２０１２年２月末現在）であり、日本と中国はそれぞれ１兆２，７７７億ドル（２０１２年 ５月末現在）と３兆３０５０億ドル（２０１２年３月末現在）の外貨準備金を保有している。その６－７割がドル建てである。日中両国は円と元の安定維持、急 速な切り上げを抑えるため、介入を繰り返してきたので、米ドルの保有量が増える一方である。そして、利回りの高い米国債を買い続けている。しかし米国債の 過大・偏重購入を避けるため、日中両国は国債相互持ち合いに合意した。日中通貨の直接取引が強化されることによって、両国間の国債相互購買活動が促進さ れ、円元建てで購買の枠も増えていくであろう。
３．円と元の直接取引の究極目標
　円元直接取引は日中両国に利益をもたらすだけではない。中長期的に見れば、手数料節約などコストの削減や為替リスク、決算リスクの回避、両国間の経済交流の促進の他に、以下の効果が考えられよう。
　①中国は米ドル完全依存から徐々に脱却する方針である。長年、米ドルが基軸通貨として、世界に君臨してきたが、米ドルの大幅な変動によって世界各 国の経済が多大な不利益を蒙ってきた。近年、ＢＲＩＣＳを中心とする新興国が急速な経済成長を成し遂げ、国際的な発言力も高まってきた。中国を中心とする 新興国が国際機関（国際通貨基金や世界銀行）への出資が増えることにより、それに見合う発言力も要求してきた。と同時に、自国通貨（例えば中国人民元）も 広く使われるように期待し、徐々に米ドルに代わるＳＤＲ（special drawing right）の適用も提起されるようになった。円と元の直接取引による米ドル以外の通貨利用は、客観的には米ドルの過大依存を避けるためであろう。
　②アジア太平洋地域経済協力の強化や“アジア経済共同体”の創成に寄与するであろう。中国はＡＳＥＡＮ１０＋３の構築に力を入れてきたが、日本は ＡＳＥＡＮ１０＋６の達成に努力してきた。アジア太平洋地域におけるＴＰＰの実現はまだ未知数だが、アジア太平洋地域における共同体の構築や単一通貨の構 想（例えばＡＣＵやアジア単一通貨など）が提起されて久しい。日本では円の国際化を推進する動きもあるが、中国では経済巨大化によって、朝野が人民元の国 際化を期待し熱心に推進している。円と元の直接取引の強化は、これら両通貨の国際化への一歩前進と考えるならば、アジア太平洋地域における完全な米ドル依 存体質も変わっていくであろう。そして、ゆくゆくはアジア太平洋地域における経済共同体の構築や共同通貨・単一通貨の創出も夢の夢ではないのかもしれな い。
　以上のように、円元の直接取引の設定は日中両国の問題だけではない。長い目で見れば、アジア太平洋地域ひいては世界経済に深遠な影響を及ぼすであろう。
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『古事記』の〈神話〉　―我々はいつから日本人なのか― 
真夏の日、野外コンサートにて 
早稲田文化芸術週間２０１２参加企画 Theatre Project Si 新作現代能　『骨の夢』 
最先端の宇宙ミッションを推進し暗黒物質の謎の解明に挑む 
山岳部、南米最高峰アコンカグアに５９年ぶりに登頂成功　チームで登るから、大きな目標を達成できる！ 
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早稲田大学の「今」を紹介します。［目次へ］ 
▼早稲田大学って？
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学部・大学院入試説明会、出願受付のご案内
時間・労働・支配出版記念―モイシェ・ポストン教授 来日シンポジウム（8月5日） 
▼理工学部に興味を持っている受験生必見！
▼もっと動画でワセダを体験したい方はこちら
▼まなぶ・つながる・はじまる、くおん。
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